ワイマール期ドイツ自由労働組合における「組織問題」 : 産業別組合ヘの再編成案の決議・実行・挫折 by 枡田 大知彦 et al.
  課題の設定
本稿は, ドイツ・ワイマール期の自由労働組合における ｢組織問題 (                )｣
の    ‒  年の展開過程の詳細な検討を通じて, その再評価を試みることを目的としている｡
自由労働組合は, 社会民主党 (以下,    ) と密接な関わりがあり, 当時組織労働者の約８
割を組織した最大の労組である｡ そこでは, 第一次大戦直後より, 全ての既存の職業別組合・
傘下単位組合を産業別組合へと再編成しようとする動きがみられた｡ ｢組織問題｣ とは, そう
した運動及びそれに伴う諸問題を指す１)｡ 第一次大戦後, ２度目の    年大会では, 自由労働
組合の大会史上はじめて, 全産業に関する産業別組合への再編成案 (【資料１】) が, 組合員６








＊ 本稿は,     年度政治経済学・経済史学会 (旧 土地制度史学会) 秋季学術大会 (    年  月  日,
於：新潟大学) における自由論題報告 ｢ワイマール期ドイツ自由労働組合における 『組織問題』 ―産
業別組合への再編成案の決議・実行・挫折―｣, 及び    年度に立教大学大学院経済学研究科に提出
した博士学位論文の一部を加筆・修正したものである｡
１)     ‒  年の ｢組織問題｣ の展開過程は, 枡田 ｢ワイマール期初期の自由労働組合における組織再




行の小冊子,     年),   頁｡ これとは見方が異なるが, 第二次大戦後の運動との関連でワイマール
期の ｢組織問題｣ に触れたものとして, ヘルムート・デーメス, 田中洋子訳 ｢ドイツ連邦共和国にお
ける労働組合運動の課題と対応―ドイツ労働組合総同盟のハンス・ベックラー財団を例として―｣









労働の重要度の低下, 企業の統合等への対応であり, 第一次大戦前より存在した｡ すなわちワ
イマール期ドイツ固有の問題ではないとする見方である｡ その代表格はシェーンホーフェンで,
同時代の研究も多くがこうした見方を示す４)｡ 強制的な決議等がなくとも, 自由意思に基づく
合併により産業別組合への統合が徐々に進展したということが, その根拠である｡ 確かに, 自
由労働組合では第一次大戦前から ｢産業別組合｣ とされる組合が複数存在した｡ また第二は,
再編成を強く主張する勢力の大半が, 金属労働者組合 (以下,    ) 等, 労働組合内反対派
や独立社会民主党 (以下,     ) が主導権を握る単位組合であり, 従って, ワイマール期に
おける再編成論の隆盛は, 第一次大戦中から革命期にかけてみられた, 自由労働組合内部のイ
デオロギー的対立の所産だとするものである５)｡ ヴィンクラー等が提示するこうした見方の根
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の一つであった労組 (及び社会民主主義勢力) は重大な岐路に立たされている｡ 労組は, 労使関係に
おける影響力が低下し続ける状況の下, 主として単産の合併という方向で組織再編を行っている (前




３) 先行研究中の ｢組織問題｣ への言及については, 枡田 ｢ドイツ・ワイマール期の自由労働組合にお
ける組織形態に関する議論について―研究史の視角から―｣ (『立教経済学研究』   巻第１号,     年
７月 (以下, ｢ドイツ・ワイマール期｣)),    ‒   頁を参照｡
４) 例えば,     ・                                                                                                                                                                    (     )                                                     等参照｡ 同時代の ｢組織問題｣ 研究は,                                                                                                                                       ・                                                                                                           ‒               
等少なくない｡ これらに共通した特質は後述するが, それ以外に, ①共産主義勢力及びそれが主張す
る経営組織についての言及が多い｡ ②あくまで現状分析であり ｢組織問題｣ を歴史的に位置づけよう
とする意識は少ない｡ ③労働省の資料や本稿が主に用いる同盟委員会の議事録等の労組の内部資料は
参照していない (機関紙は参照), 等がある｡ ③に起因する本稿の解釈との違いが複数の点において
みられる｡
５) 例えば,                                                            
                                                               
拠としては, 革命的気運や社会化の要求の弱まりと共に再編成論も弱まったという事実があげ
られる｡ 確かに ｢組織問題｣ は, 自由労働組合の活動目標として ｢経済民主主義｣ 論が大きく
問題とされた  年大会で決着した｡





ように思われる｡ その一つが ｢組織問題｣ である｡
上記２つの見方に共通するのは,   年大会決議である再編成案が, 結局実行されないまま挫
折した事実を重くとらえ, それゆえにワイマール期の ｢組織問題｣ に重要性を認めないという
点である｡ 確かに  年大会決議は実行されず, 続く  年大会で否定される｡ それにも拘らず,
大戦直後  あった傘下単位組合は  年  にまで減少した｡ 両者は, そのことを当然の帰結とし
て違和感なく受け入れているように思われる｡ だが, 後述するように, 再編成案の挫折は, 多
様な要素が絡み合った, 複雑な過程の結果であった｡ その過程を詳細に検討した研究は殆どな
いといってよい｡ ｢組織問題｣ を再評価するためには, 再編成案の挫折に至る経緯を, 詳細に
検討することが必要なのである｡
筆者は,   年大会での再編成案採択の重要な背景に, ｢混在型経営｣ という問題があったこ
とを明らかにしてきた６)｡ ここでいう ｢混在型経営 (               )｣ とは, 自由労働
組合傘下の複数の単位組合の組合員が混在する経営を指す｡ 例えば機械工場では,    組合
員である機械工等以外に, ボイラーマン, 塗装工, さらには雑事を担う不熟練労働者等が勤務
していた場合が少なくない｡ 当時これらの職業の労働者は, 原則的にそれぞれ異なる単位組合






６) ｢混在型経営｣ の問題状況及び ｢スト規定｣ の内容・成立過程は, 枡田 ｢ワイマール期自由労働組
合におけるスト規定と組織 〈再編成〉 問題｣ (『歴史と経済』 第   号,     年  月),   ‒  頁参照｡
この ｢スト規定｣ は, 再編成案採択を阻止すべく,   年大会での採択を目指し性急に用意された (大
会では棄却)｡ それゆえ内容は妥協的であり, 実効力には疑問がある｡
７) 特に鉱山業, 金属産業等の経営では, キリスト教労働組合, ヒルシュ・ドゥンカー労働組合等, 自
由労働組合以外の党派組合傘下の単位組合が混在する場合もあった｡ こうした党派組合の ｢混在｣ は,    年代初期に問題とされる｡ 枡田 ｢『統一組合』 の歴史的起源―ドイツ労働総同盟の組織構造―｣
(『立教経済学研究』   巻第２号,     年  月),   ‒   頁を参照｡
                                                               




こうしたワイマール期の ｢混在型経営｣ の問題は, ｢混在型経営｣ が多く, 第一次大戦前には
労組を労働条件の決定過程から排除していた重工業, 大企業においてより深刻であった｡ 再編
成案は, こうした ｢混在型経営｣ を解消するものとして提起・支持されたのである｡ 他方, 再
編成に反対する勢力も, 単位組合独断の運動の禁止や最大の組合への協約交渉の委任等を定め
た, ｢スト規定｣ (【資料２】) と呼ばれる, 再編成を伴わない ｢混在型経営｣ 対策を  年大会に
提案している｡ すなわち, ｢混在型経営｣ は,   年大会前, 解決すべき課題として自由労働組
合全体で共通に認識されていたのであり, ｢組織問題｣ とは不可分の関係にあった｡ 従って,
｢組織問題｣ のワイマール期的特質を探るためには, それと ｢混在型経営｣ の問題との関係に
光をあてる必要があるのである｡ だが, 既存の研究においてこの点についての言及は殆どみら
れない｡
以上をふまえ, 本稿は, まず  年大会決議である再編成案が, どのように実行されようとし
たのか, どのような過程を経て  年大会で挫折したのかを概観する｡ その上で, 再編成案が採
択された  年大会時との比較及びその重要な背景であった ｢混在型経営｣ の問題との関連とい
う２つの視点から, 再編成案挫折の要因を明らかにする｡ この作業は, ｢組織問題｣ のワイマ
ール期固有の重要性を確認することになる｡ (西) ドイツにおいて, 第二次大戦直後から産業
別組合原則を採用することは, 多くの労組関係者の共通認識であったとされる８)｡ それを大会
で決議しながら貫徹することができなかった, ワイマール期の労働組合運動における問題状況
の幾つかが, 本稿の検討を通じて浮き彫りになるであろう｡  ｢組織問題｣ の展開過程
１ 概観
まず ｢組織問題｣ の自由労働組合大会における扱われ方, 当時の労働組合運動における位置
の変遷を概観しておこう｡ 第一次大戦直後の    年大会では,   の単位組合が結集し, その上
部組織としてドイツ労働総同盟 (以下, 同盟) が設置される｡ ｢組織問題｣ に関しては,   世
紀末以来はじめて, 産業別組合への統合が目指すべき目標として規約に明記された｡ ただ, 同
時に規約には,   の傘下単位組合が, 大きな規模の差があるにもかかわらず (【表１】 参照),
全て同じ権利を持つことを同盟に保証されるという, 通称 ｢保護規定｣ も明記された｡ すなわ


























































































































































































同盟総計                 支持         支持  組合         支持       
反対         反対  組合         反対        
出典：                 ‒                    ‒                    ‒      から作成｡
注：１) 二重線の右側は,   年大会におけるディスマンらの再編成案及び  年７, ８月の同盟委員会会議でのディスマン案に対する態度
を示す｡   年大会に関しては代議員  ％以上の支持を ｢○｣, 反対を ｢×｣, 全員棄権を ｢－｣, 賛否が分かれた組合を ｢△｣ とした｡
同盟委員会会議に関しては, ディスマン案に賛意を示した組合を ｢○｣, 明確に反対を表明した組合を ｢×｣, 態度を明確にしなか
った組合を ｢－｣ とし, 最下部に組合員数 (単位：人) の比較を示した｡




大戦後二度目の  年大会の第４議題は ｢組織形態と労働組合運動の方法｣ であった｡     年
頃から再編成論が隆盛を見せていたため, ｢組織問題｣ が大会議題として取り上げられたので
ある｡ ２日間に渡る激論の末採択された  年大会決議 (【資料１】) の内容は, 簡単にいえば,
全産業に関して  程度の産業部門モデルを設定し, それに基づき ｢既存の職業別組合の合併に
より｣９) 再編成を行うというものであった｡
次の  年大会の第４議題は ｢組織問題｣ とされ, 専ら産業別組合への再編成を討議する独立
した議題となった｡ そこでは, 再編成が強制的には実行されないことが決議される｡ 一方規約
は, 両義的な性格を強める方向で改正された｡   年大会の後, ｢組織問題｣ は, 大会議題とし
て取り上げられることはなく, 同盟内部で大きな問題とされることもなかった｡ 約言すれば,
｢組織問題｣ は,   年規約から問題とされ,   年大会前から徐々に重要性を増し, 後述するよ
うに同盟を二分する大きな対立に発展し,   年大会で決着したといえる｡ 以上の概観をふまえ
議論の内実に立ち入ることとする｡
２ 第１期 (22年６月大会～25年７月３‒４日) ―再編成案実行に向けた過程―  年大会から  年大会までの ｢組織問題｣ の展開過程は,   年７月３‒４日の同盟委員会
(後述) 会議を境に, 大きく２つの時期に区分できる｡ 第１期は,   年大会決議である産業別
組合への再編成案の実行に向けた過程であり, 第２期は, その挫折に向かう過程である｡  再編成案実行のための特別委員会―  年  月～  年６月―
｢組織問題｣ が直接討議される場は, 同盟委員会という同盟の中央機関である  )｡ 同盟委員
会とは, 傘下単位組合から各１ (組合員  万人以上２) 名が派遣される代表者会議である｡ 単
位組合間の争いの最高位の仲裁機関であり, 重要な課題に関しては関連組合代表者からなる特
別委員会を設置し検討させる役割をもつ｡   年大会決議実行のための特別委員会 (  年  月１
日設置) の課題は, 再編成の方法とモデルの検討であった｡ その構成は再編成支持派, 反対派,
同数とされた｡ 【表１】 で, ①  年６月大会の欄の ｢○｣ が再編成支持派組合, ｢×｣ が反対派
組合を示す｡ 決議が実行された場合, 前者はそのまま産業別組合になる大組合が多く, 後者は
組織が分割また吸収される組合が大半であった｡ 小規模な職業別組合は当然後者に多く, それ
らが主導権をもつ同盟の指導部が反対派の中心にあった｡ この特別委員会は  名という異例の
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９)   年大会決議中の文言である｡                                                                                                               (以下, 大会議事録
は        と略記)         ) 同盟の機関の機能は,                    ‒  を参照｡   人 ６人委員会に関する記述は,             ‒                            ‒                       ‒                        ‒  より｡
                                                               
大人数で構成されたため, 意見がまとまらないことは勿論, その招集さえ困難となった｡ そこ
で翌  年１月, 人数を絞った６人委員会を設置し, モデルの策定にあたらせることとなった｡
反対派からグラスマン (            , 印刷工組合, 指導部), ブライ (          ,
工場労働者組合｡ 以下,    ), クレベ (           , ボイラーマン組合), 支持派から
ディスマン (            ,    ), ペプロウ (          , 建設労働者組合, 以下,
建設労組), シューマン (              , 運輸労働者組合) が委員会を構成した｡ この
小委員会の設置自体が異例だったが, その設置直後,   年初頭から勃発したルール闘争, それ





な抵抗をあげている  )｡ だが, 同盟の指導者たる指導部の委員長ライパルト (             )
はいう｡ 実行したかったが ｢それどころではなかった｣ と｡ このことは以下で裏付けられるが,
ともあれ再開した両委員会は, 激論の末,   部門からなる産業モデルを提示するに至る｡ これ
を叩き台に, 翌  年１, ２月, ６人委員会は, 関連単位組合からそのモデル等に関する意見聴
取を行った｡ 同盟の指導部は, このヒアリングに基づく単位組合間の利害調整が困難を極めた
ことを, 繰り返し指摘している  )｡
６人委員会は, 活動休止前,   回召集された｡ また  年に入ってからは, ６月初旬までに延
べ  日以上をその活動に費やした｡ かなりの頻度だが,   年６月の  人委員会で明示されたそ
の最終的な成果は, 結局, 再編成の実行方法について見解を統一するには至らず, 対立する２
つの提案  ) を示すにとどまるものであった｡ 以下でみる, ディスマン案とタルノウ (          ) 案である｡  ディスマン案とタルノウ案―２つの ｢再編成｣ 案―
まず両名について説明しよう｡ ディスマンは同盟最大の単位組合   の代表で,   年大
ワイマール期ドイツ自由労働組合における ｢組織問題｣    
  )                                                                    (以下       と略記)        ・            ‒   既存の研究の見解に関しては, 枡田 ｢ドイツ・ワ
イマール期｣ に詳しい｡ ルール闘争による ｢優先順位｣ の変更もその一因とされる｡  )                         ) 両委員会において, 最初にディスマンに対抗する形で自由意思による再編成を主張したのは,   年
大会決議を支持し再編成支持派と目されていた運輸労組の代表シューマンであった｡ タルノウ案は彼
の提案を修正したものであり, それに同調したシューマンは自身の提案を取り下げる｡ だが, シュー
マン案は同盟委員会に報告され, 『労働組合新聞』 にも掲載された｡              ‒                            ‒   
                                                               
会決議の主唱者である｡   年に消滅した    右派の指導者でもあった  )｡ 他方タルノウは,  年大会時同盟第九の規模であった木材労働者組合の代表であり, 後年   所属の国会議員
となる｡ ｢組織問題｣ に関しては,   年大会時, 指導部のスポ－クスマンを務め, 再編成反対
を強く主張した｡ すなわち, この  年６月, 両名は ｢組織問題｣ を巡り,   年大会同様に対峙
することになったのである｡   年大会時と異なるのは, 今回は両案とも一応は, 再編成案であ
った点である｡ 以下, 内容に立ち入ろう｡
まず, ディスマン案は, 当然  年大会決議 (【資料１】) の延長線上にあった｡ つまり, 産業
モデルを設定し, それに基づく再編成案である｡ 本案は, 労組の理論誌 『アルバイト』 ５, ６
月号に, ｢職業組織か産業別組合か｣ というタイトルで連載, 解説された  )｡ それは, 労組は
｢経営ではなく, 産業を組織の枠組みとする｣ という一文に始まる長大な提案であった｡ 組織
区分の基準は最終生産物 (財) である｡ つまり, 経営・事業所が何を生産するのか, というこ
とは勿論, 何の生産に関わっているのかが基準とされた｡ そして, どのような経営が  の産業
部門のいずれに属するのか, 具体的かつ詳細に示した｡ 当該経営の全従業員は自身の職業に関
わらず, 経営が属する部門の産業別組合に組織されることになる｡ その究極の目標は, 一つの
経営には単一の労組のみが存在し, 労働協約も統一されるべきとする, ｢一経営, 一組合, 一
協約｣ であった｡ すなわち ｢混在型経営｣ の解消に他ならないが, その点がことさらに強調さ
れることはない｡ ディスマンにとっては,   年大会決議が存在するのだから, それを粛々と実
行すればよく, 本案はそのより具体的な方法を提示したにすぎないのであった｡
他方タルノウ案は, ディスマン案の２か月前の 『アルバイト』 誌で詳述されている  )｡   年
大会時, タルノウ (同盟の指導部) は, 職業別組合の有効性を再編成案批判の根拠として強調
したが, 本案の主眼は, それとは異なり, ディスマン案の問題点を指摘することにおかれる｡
ディスマン案を強制的な再編成案と批判し, それが示すモデルの矛盾, 問題点を列挙したので
ある｡ 例えば, 市電における鉄道員組合と現業職員組合の住み分けはどうするのか, 炭鉱業,
機械生産業, ホテル業, 新聞発行業, 水運業等を営むシュティンネス・コンツェルンはどのよ
うに区分するのか等である｡ こうした例から, 合理的なモデルの策定などおよそ不可能であり,
従って再編成するか否かの判断は, 各単位組合の自由意思に委ねるべきだ, と主張したのであ
った｡ さらにその正当化の根拠として,   年大会以降, 自由意思に任せた再編が現実的に進展
してきたことを強調した (【表１】 参照)｡
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  ) ディスマンの生涯については, 枡田 ｢ローベルト・ディスマンという生き方―労働組合と社会主義
政党の間で―｣ (『立教経済学研究』 第  巻第２号,     年  月),    ‒   頁を参照｡  )                                              ・                            ‒      ‒     年大会への提案では, 産業部門の数は  となった｡  )                                             ‒   他の 『アルバイト』 所収論考に
ついては, 【表２】 参照のこと｡
                                                               
６月の  人委員会では, ディスマン案は賛成７, 反対８で否決, タルノウ案は賛成６, 反対
２, 棄権７で採択された｡ このように両提案の優劣が微妙であったため, 共に  人委員会の最
終的な答申として,   年６月の同盟委員会会議に提出される  )｡
当会議では, まずディスマンが, 自身の提案を同盟委員会の統一見解とすることを主張し,
拒否される｡ だが指導部が, その代替案として, 再編成を円滑に行うための規約改正案を提示
し, 多くの支持を受けたのである｡ 改正案は, まず第６条で労組の力を強くするための産業別
組合, という目標をより明確に打ち出した｡ より重要なのは第５条の改正である｡ 旧第５条は,
同盟傘下の全組合が同じ権利を持ち, それらが同盟に保護されていることを謳った, 通称 ｢保
護規定｣ である｡ 小規模組合が大規模組合に対し同等の権利, 自律性を主張する根拠であった｡
だが, それをさしあたり規約から削除することを指導部が提案したのである｡ 他方改正第５条
には具体的な  部門の産業モデルが盛り込まれることになった｡ この改正はある意味では画期
的である｡ なぜなら再編成反対派は, モデルに基づく再編成を強制的な再編成と認識し, 反対
の根拠としていたからある｡ この点と ｢保護規定｣ の削除が, 第１期に指導部が再編成の実行
に, 一定の範囲で前向きであったことの根拠となろう｡ 当会議では, この指導部案に対し, 反
対派の印刷工組合のザイツ (         ) は ｢ディスマン案の方がまし｣ とし, 他方で, 支




が当会議で  年大会決議と矛盾するとされたためであった｡ すなわち, この時期の ｢組織問題｣
を巡る議論は, 再編成案が大会決議である点を前提とした議論といえた｡ このことは上記ディ
スマン案は勿論, タルノウ案さえからも明確に読み取れる｡ 争点はその方法 (とモデル) なの
であった｡ さらにいえば指導部には,   年大会と同じ轍を踏みたくないという意図があったと
思われる｡   年大会前, 同盟委員会では ｢組織問題｣ について意見統一に至らなかった｡ 結論
を大会に持ち越し, そこでは記名投票が行われた｡ つまり, 同盟内部の明確な対立を内外に知
らしめ, しかも指導部案が大差で却下されたのである｡ 大会に対立を持ち込まないこと, これ
が指導部の最重要課題であり, 再編成容認の一因と思われる｡ 以下でみる第２期においても,
この態度は一貫していた｡
３ 第２期 (1925年７月３‒４日～1925年８月31日) ―再編成案挫折に向かう過程―      年の ｢組織問題｣




イト』 所収の ｢組織問題｣ 関連論考, ｢組織問題｣ が直接審議された会議の関係をまとめたも
のである｡ 第２期の開始直前から  年大会の約  日前までの９週, 『労働組合新聞』 の一面を
ほぼ ｢組織問題｣ が占めていたことがわかる｡ 『労働組合論叢』 という雑誌では  年５月に
｢組織問題｣ 特集が組まれた  )｡ これらの紙面いずれもが,   年以前及び  年８月大会以降に
｢組織問題｣ を大きく扱うことはなかった｡ 本表からだけでも, 少なくとも表面的には, ｢組織
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■  月  日号 ｢政府の物価引き下げ方策―経済省における労組の利害代表｣｢統一思想 (             ) の勝利｣｢物価高騰｣…シュリーステート (   ) ｢精神に基づく組織形態｣：再編成論議継続主張
＊＝『労働組合新聞 (                    )』 同盟指導部 (編集長：ウムブライト (          )) が編集する同
盟の週間の機関紙｡ ( ) 内の数字は号数｡
■＝『アルバイト (       )』 (同盟が発行, 主幹は同盟指導部委員長ライパルト｡ 労働組合政策・経済学のための











  ) 関連論説を３本掲載した (掲載順)｡                                                                                                                                                                     ‒    
                                                                
問題｣ が  年の大会までの時期に同盟内部で非常に重要な問題だったことが窺える｡ こうした
状況は労組の外部からも観察されている｡ 社会政策関連の雑誌である 『社会的実践』 の  年８
月  日号には, ｢組織問題｣ を詳述した記事が掲載された｡ ｢職業別組合と産業別組合, いずれ
が適当な労働組合の組織形態か, という問題は, 現在同盟内部で活発に議論されており, 間近
に迫った [  年] 大会…の中心的な争点といってよいだろう｣  )｡ 以上のような事実に基づき,
同時代の ｢組織問題｣ 研究は,   年大会の結果を受ける形で労組の組織のあり方を検討してい
る場合が多い｡ また第二次大戦後の研究の数少ない ｢組織問題｣ への言及は,   年大会の結果,
すなわち再編成案は, 確かに  年大会で決議はされたが実行されなかった, と述べる場合が殆
どである｡ しかし既述の通り, 第１期はともあれ再編成案の実行へ向かっていたことは明白で
ある｡ それが一変したのが,   年７月３‒４日の同盟委員会会議における審議であった｡  ｢組織問題｣ を巡る内部対立  年７月３日の同盟委員会会議  ) の冒頭, タルノウを中心とした再編成反対派  組合
(【表１】 ② ｢  年７月３‒４日｣ 欄に ｢×｣ で示した) は, 連名で ｢タルノウ声明｣ を提示し
た｡ それは, ６月の会議で支持された規約改正案に反対する形で, 再編成案を批判するもので










ある｡ こうした激しい対立が明確となった後, 議論は紛糾し, 両勢力の亀裂は深まるばかりで
あった｡ そこでライパルトは, 事態収拾のためディスマン案に関して投票を行い, 同盟委員会
としての見解を統一すること要求した｡ だが, 採決直前こう発言している｡ ｢ディスマン案は  年大会決議を大きく越えるものである｣｡
翌４日午前中, ｢保護規定｣ を同盟規約第２条の一文として復活させようとする提案が採択
される一方で, ディスマン案は, 賛成  , 反対  で否決される｡ だが, 賛成票を投じた  組合
ワイマール期ドイツ自由労働組合における ｢組織問題｣    
  )                        ・                                   ‒   ここで展開
された議論の内容は, 以下で見る指導部のキャンペーンにおけるそれと多くの共通点があった｡  ) ７月の同盟委員会会議に関する記述は,                  ‒  より｡
                                                                
の組合員総数は   万人を越え, 反対票のそれは   万人程度であり (４組合 (組合員約  万人)
が代表者派遣せず), 大会ではディスマン案が支持される公算が高かった｡ はたして当会議の
後, 再編成支持派  組合の代表者  名は, 連名でディスマン案を大会第４議題への提案として
同盟指導部に提出する  )｡ その直後, 中立を装ってきた指導部の真の意図が明らかになる｡ そ
れが以下でみる, ワイマール期の運動では殆ど他に例がない, 『労働組合新聞』 紙上１面トッ
プで３週連続に渡り展開された, 指導部によるディスマン案に対するネガティブ・キャンペー
ンであった｡  指導部のネガティブ・キャンペーン  )
『労働組合新聞』 ７月  日号の見出しは ｢新たな組織の危険性｣ であった｡ それはまず, モ
デルに基づく再編成による産業別組合を ｢新組織｣ と揶揄する｡ ｢新組織｣ は, 労組の力を統
合するどころかむしろ分散させる｡ なぜならば既存の単位組合の分割を意味するからである｡
そしてディスマンのモデルをシュミレーションし, どの組合がどのように分割されるかを具体
的に示した｡ 続く８月１日号 ｢職業か, 経営か？｣ ではこういう｡ そうした ｢新組織｣ とは,
労働者が何をしているか, どういったスキルを持つのかではなく, 何を作る経営に従事するか
という点を基準とした組織であるから, 産業別組合というよりも ｢経営組織 (                  )｣ というべきものである｡ 従って現在の ｢組織問題｣ における対立軸は (職業別か産
業別か, ではなく) ｢職業か経営か｣ というものである｡ ディスマンが経営組織をあえて ｢産
業別組合｣ と主張するのは, 前者が同盟では (共産主義勢力が主張する) ｢ラディカルで, 破
壊的な組織｣ と認識されているため, 支持されないからだというのである｡ そして８月８日号
の ｢自由意思－強制なし！｣ では, ディスマン案とは, そうした経営組織への再編成を ｢是が
非でも (           )｣ すなわち強制的に実行しようとする提案に他ならない, と結論
した｡
これはタルノウ案をより発展させたものであった｡ つまりこうである｡ 再編成は確かに意義
があるかもしれない｡ また勿論, 大会決議すなわち組合員の意思を否定はしない｡ だが, なぜ
平穏な ｢我が家｣ つまりようやっと相対的安定期に身を置くことのできた同盟の中で, あえて
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  )    , 建設労組, 繊維労働者組合は, 同盟委員会に各２名の代表者を派遣しており, 大会提案に
も同様に２名ずつ名を連ねた｡              ‒                            ‒   同盟規約
によれば, 大会提案は, 原則的に大会８週間前までに, 大会を召集する同盟指導部に提出されなけれ










このキャンペーンが, なりふり構わず ｢新組織｣ を阻止しようとする指導部の意図の表出で
あることは疑いない｡ それにもかかわらず, 議論の動向に一定の影響があった｡ キャンペーン
直後, 大会決議案をまとめる最後の機会である８月  ‒  日の同盟委員会会議において, ７月
にディスマン声明に署名した組合は,    と映画業組合以外全て指導部案 (【資料３】) 支持
へと変節したのである (【表１】 参照)｡ その根拠として, 複数の組合が ｢強制的｣ な ｢分割｣
への拒否をあげたのであった  )｡ この構図は８月末日からの大会でも全く同様であった｡ つま
り指導部の意図通り ｢組織問題｣ を巡る対立は, 大会に持ち込まれなかったのである｡
ただ, 大会の約２ヶ月前の内部対立にみるように, 明確に多数の支持を受けていたディスマ
ン案の挫折の要因が, このキャンペーンのみとは考えにくい｡ 以下では, その背景を,   年大
会時との比較及び ｢混在型経営｣ の問題との関連から考えてみることとする｡  再編成案挫折の背景
１ 22年大会時との比較から
ここでは,   年大会までの時期と  ‒  年大会の時期を比較しよう (【表３】 参照)｡ まず大
きく変化したのは, 労使関係が安定的になったことである｡ 全産業に関するスト件数は,   年
の    件から  年    件へと激減した｡   年以降上昇していた労働組合員失業率は,   年に
一段落している  )｡ また,   年大会前は, 産業別組合を (交渉) 力の強い組織とするような認
識が, 多様な立場の単位組合, 数多くの組合員の間で, ある意味では漠然と共有されていた  )｡
だが,   年大会決議により, 産業別組合への再編成は, 実行すべき現実的な課題となった｡ こ




  ) ８月の同盟委員会会議に関する記述は,                  ‒  より｡ 鉄道員, 繊維労働者組合
等,   年大会前より一貫して再編成支持であった組合が ｢分割｣ を批判した｡ 他方,    はキャン
ペーンの内容を偏見に満ちたものとして強く批判したが, 同調する組合は殆どなかった｡  )                                                                         ‒       ・                    失業率は,   年  ％   年   ％   年  ％であった｡  ) 枡田 ｢ワイマール期初期｣, とくに   ‒   頁を参照｡
                                                                
足を踏むようになった｡
他方で殆ど不変なのが, 各単位組合それぞれの再編成に対する賛否であった｡ 【表１】 , 二
重線右側①②の ｢○×｣ を比較すると明白である｡ だが, その最下部の数値からは,   年から  年にかけて同盟全体で減じた組合員約   万人の大半が, 再編成支持派組合のそれであった
ことがわかる｡ 【表１】 は, この時期, 大戦後不熟練労働者が大量加入した大組合の組合員数
が激減し, 熟練労働者中心の組合の規模には大きな変化がなかったことを示している｡ すなわ
ち ｢組織問題｣ を巡る対立の構図は不変だが, その中で再編成支持派のみ大幅に勢力を減じた｡
これにより両者の力関係は  年大会時より拮抗し, 先にみた ｢タルノウ声明｣ による ｢脱退｣
という脅しが, より意味をもつことになったのであろう｡
さらに, こうした組合員数の激減と関連する, 単位組合という枠組みでの運動の問題, とく
に財政の問題が, 再編成案挫折の重要な要因と思われる｡ このことを示すものが, 再編成を巡
る内部対立が明確となった７月の会議直後, キャンペーンの直前という時期 (『アルバイト』
７月  日号) に発表されたタルノウの論考 ｢同盟拡充の可能性｣ であった  )｡
それはまず, ｢組織問題の正しい処理｣ を提案する｡ ｢単位組合の強制的な分割｣ という ｢無
駄で危険な努力｣ (＝ディスマン案) よりも, ｢現存するものの拡充｣ は遥かに ｢容易であり有
益だ｣ というのである｡ つまり現状の組織構造のまま ｢組織問題｣ の課題に対応しようとする
提案である｡ 具体的に示された諸方策は, まとめれば, 要はスト財源の管理・運営を同盟中央
に委ねることを要求するものであった｡ これらは大会では実現に至らない｡ だが, 組合員及び
組合費収入の激減に加え,   年インフレによる財政難に苦しむ各単位組合に対して, 同盟とい
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【表３】 1922年大会までの時期と1922～1925年大会の時期の比較





組合員数 戦前から   万人以上増 再編成支持派中心に激減 (【表１】 参照)
対立の構図 各組合の再編成案への賛否概ね変化なし (【表１】 参照)
ディスマン案否定の根拠 職業別組合の有効性 モデル､ 方法の問題点
ディスマン案の根拠 ｢混在型経営｣ の問題等   年大会決議
大会審議のあり方 ２日間の激論→記名投票 数時間の提案説明 審議殆どなし
→状況から指導部案支持多数と判断
大会決議 再編成案採択 (ディスマン案採択) 自由意思による統合の推奨 (ディスマン案拒否)
  )                 ・                                     ‒   
                                                                
う枠組みでの ｢財政的連帯感 (                 ・ )｣ に訴え, より大きな闘争資金を用
意する可能性を示したものとはいえた｡ そして現実的に, 再編成支持派の変節に一定の影響が
あったと思われる｡ その一つの現れが, 鉱山労組代表フーゼマン (               ) の
言動である｡ ディスマン案署名者であり, ８月の会議ではぎりぎりまでそれに親和的だった彼
は, 指導部案では鉱山労組が必要だと考えていることが全く実現できないとしながら,   年大
会でそれに賛成した｡ そしてこう述べている｡ ｢我々は, 鉱山業だけでなく, 全体的な…労働
者のさらに大きな統合を実現することが必要であると考えている｡ この必要性は, 経済的要因
から生み出されるものである｣  )｡   年, 鉱山労組は同盟から  万マルクもの援助金を補填さ





挫折に終わった ｢組織問題｣ の結果として, ｢同盟がその指導的組織としての役割を強化しえ
たこと｣ だけは確かである  ), とされるのであろう｡
２ ｢混在型経営｣ の問題との関連から
【資料３】 は, 再編成支持派がディスマン案から乗り換えた指導部案であり,   年大会第４
議題 ｢組織問題｣ の決議となるものである｡ 本案の内容は, 専ら ｢混在型経営｣ での利害調整
の方法を示すものであった｡ 文中でとくに遵守すべきと強調される６か条は, 【資料２・３】
にみるように, ｢スト規定｣ (【資料２】) の中心的な条項を言い換えたものであり, 意図すると
ころはほぼ同じである｡ 従って, ワイマール期の ｢組織問題｣ に関する最終的な決議は, ｢混
在型経営｣ の問題を ｢スト規定｣ の遵守によって解決するという方向性を示したものであった
と言ってよい｡
｢スト規定｣ とは  ), ｢混在型経営｣ での単位組合間の利害調整方法を詳細に定めたものであ
る｡   年９月  日に成立・発効したが, 罰則がないことを主要因に, 殆ど遵守されてこなかっ
た｡ 第１期, ライパルトは ｢今日, 客観的にみて小組合が賃上げ運動・闘争の指導という領域
ワイマール期ドイツ自由労働組合における ｢組織問題｣    




殆ど守られていないが｣  ) として, 再編成容認をほのめかした｡ これは, ｢混在型経営｣ が問
題であるとの現状認識から, その対策に再編成もやむなしということである｡ 第２期も指導部
の問題認識は変わってはいない｡ だが対策が変更された｡ ｢この [スト] 規定の厳格な実行は,
組織問題の強制的な規制の論拠たる不平 [＝ 『混在型経営』 の問題] の大半を解消するであろ
う｡ だが同時に, 本規定が今日十分に顧慮されていないことも明白である｡ …本規定が今一度,
大会の決議により同盟規約に盛り込まれるや, つまり全ての組合員の組合員証に記載されるや,
あらゆる暴力的再編成 [＝ディスマン案] は霧消するであろう｣  )｡ この主張に呼応するかの
ように, ８月の会議で変節した組合は, ｢混在型経営での賃上げ運動の際, 各単位組合は現存
する方針 [＝ 『スト規定』] を遵守しなければならない｡ それでディスマンがいう困難の多く
は解消される｣ という主張を繰り返した  )｡   年大会の２日前, その ｢遵守｣ による ｢困難｣
の解消に向けた一つの動きが現実化した｡ 鉄道員, 現業職員, 運輸各労組, 及び同盟傘下では
ないドイツ地方公務員全国組合 (官吏組合) という４組合間の, 交通業及び公的サービス部門
の経営に関するカルテル協定の締結が報じられたのである  )｡ 上記同盟傘下３組合は, いずれ
も  年大会ではディスマン案を支持し, 前二者は ｢変節｣ した組合であった｡ はたして  年大
会では, 同盟規約にあえて新たな部を設け, ｢スト規定｣  条全文をそれに盛り込むことが, 異
論なく決議された｡ 指導部案の内容はこうした動きと連動したものと考えるべきである｡ 以上
から, 再編成支持派の変節＝再編成案の挫折の重要な要因として, ｢混在型経営｣ の問題への
対応策が,   年大会時に比してより明確かつ現実的な形で示されたことを加えてもよいだろう｡  むすび
｢組織問題｣ は,   年大会では, 殆ど審議されることなく, 投票によらずに支持多数と判断
され, 自由意思による産業別組合への統合の推奨という,   年大会当時, さらにいえば第一次
大戦前と同様の方針に帰結した｡ それゆえ, 一見すると, この ｢組織問題｣ を巡る議論は, 結
果的に何も生み出さなかったかのように見えるのである｡ 本稿冒頭に示した既存の研究が ｢組
織問題｣ を重視しない一因は, とりわけこうした  年大会における ｢結果｣ に注目したところ
にあったといえる｡
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  )                     年６月  ‒  日の同盟委員会会議での発言である｡  )              ‒                            ‒   ｢変節｣ 直後, キャンペーンの翌週号
に掲載｡  )                       鉄道員, 繊維等, 支持派組合の主張である｡  )              ‒                              
                                                                
だが, 以上でみたように, 再編成案は,   年大会後まさに  年大会直前まで多数の支持を受
けていたし, 実行へと向かっていた (第１期)｡ その主要因は, 第２期のキャンペーン等も含
め, この時期の議論の全てが  年大会決議を尊重するものであった点にある｡ ディスマンは,
指導部さえ ｢ぎりぎりになって｣ 変節したのだと  年８月の会議で訴えている｡ ｢組織問題｣
がイデオロギー的対立の所産であるならば, 例えば  年９月の    の消滅や  年秋の革命
的運動の敗北を契機として, 或いは遅くとも  年のドイツ共産党員の同盟からの大量脱退以降,
再編成要求は弱まったはずである｡ だが, ｢組織問題｣ は,   年半ばに再び提起され  年大会
が近づく, つまり再編成が現実的なものになるに連れ, 同盟において最大の問題の一つになっ
ていったのである｡
さらに同盟は, ｢組織問題｣ を巡り, ワイマール期に他に類をみない分裂の危機に直面した｡
激しい対立が明確化した  年７月３‒４日の会議直後, 指導部は ｢組織問題は同盟の死活問題
となる｣ との見解を示した｡ さらに, 『労働組合新聞』 における大会の総括記事 ｢統一思想の
勝利｣ からは, ｢現在もなお存続し, 否定し難い組織問題における対立｣ のしこりが大会後残
ったと考えざるをえない  )｡ こうした事態は, 同盟中央レベルでの激しい対立の存在を示すも
のであった｡
以上のような内部対立が明確になった後,   年大会時との状況の違いを背景として, ① ｢脱
退｣ という脅し, ② ｢組織問題｣ における対立軸が,   年大会時の ｢産業別組合か, 職業別組
合か｣ から, ｢危険な経営組織を成立させる強制的な分割 (モデル) に基づく再編成か, 自由
意思に基づく 『既存の職業別組合の合併による』 再編成か｣ となったことを強調したキャンペ
ーン, ③同盟という枠組みでの連帯感―とりわけ ｢財政的連帯感｣ ―の強調, ④ ｢混在型経営｣
対策の明確化 (特に ｢スト規定｣ 遵守の強調) 等を契機に, 一転 ｢何も生み出さなかった｣ よ
うな, 否,   年大会決議より後退したような帰結へと収まったのであった｡ こうした過程を,
第一次大戦前より続く漸次的な再編成の流れと評価する事には無理があるというほかない｡ 既




  ) ７月の会議直後の見解は,                              大会総括は,                              後者において指導部は, こうした主張と同時に, 産業別組合を時代に適合的
な ｢経済民主主義｣ の一要素と位置づけ, 同盟という枠組みでの連帯感を強調した｡ 変節した再編成
支持派への配慮を示すものと思われる｡  ) 反対派が再編成を頑なに拒絶する理由を詳細に検討することは本稿の課題を越える｡ だが, 結果的
に複数の大規模単産を生み出す再編成案の実行は, 大半の反対派組合の自律性のみならず, 指導部の
同盟における主導権を奪う可能性が高い｡ この点は枡田 ｢ワイマール期自由労働組合におけるスト規
定と組織 〈再編成〉 問題｣ で検討している｡ とくに  ‒     頁を参照｡ いずれにしても, 同盟から
の脱退をほのめかした直後に, その枠組みでの連帯感を強調するタルノウの論理からは, どのような
                                                                
再編成案挫折の最後の一突きとなった指導部案 (【資料３】) は, 本稿でみた議論の展開過程
を踏まえるならば,   年８月に急遽提案された点からも, その内容からも唐突な印象がある｡
だが, 現実的に大多数の組合の支持を受け, 長期に渡る明確な内部対立を, 少なくとも表面的
には, 唐突に解消したのであった｡ 指導部案が強調する ｢混在型経営｣ の問題の解決が,   年
大会時同様,   年大会の時点でも, 同盟全体の共通認識であったことは明らかであろう｡ それ
は再編成案の採択のみならず, その挫折にも決定的な役割を果たしたということである｡ 以上
から, ｢混在型経営｣ の問題を一つの重要な背景とした点に, ｢組織問題｣ のワイマール期的な
特質をみることができるといってよいであろう｡ 逆にいえば, ワイマール期の ｢組織問題｣ の




｢混在型経営｣ 自体は第一次大戦前も存在していたし, ｢組織問題｣ と全く無関係であったわ
けではない｡ 大戦前における再編成論の最大の背景は, 急激に重要度を増していく不熟練・補
助労働者の組織化という問題であった  )｡ 各単位組合の縄張りの境界が不明瞭な ｢混在型経営｣
では, 高い援助金, 安い組合費等を手段とした, 単位組合間の彼等の奪い合いが必然的に激化
した｡ このため, 組織基盤を脅かされる, 多様な産業の不熟練労働者を組織する   等が,
同じ職業という基準ではなく, 同じ職場で勤務するということを基準とした産業別組合の創設
を主張し, 一定の支持を得たのである｡ だが, ワイマール期とは異なり, こうした主張は大会
で支持されず, 自由労働組合を分裂前夜へと追い込むこともなかった｡ ｢混在型経営｣ の問題
は, ｢労働者同権化｣ を具現した    年  月  日協定以降, 質的にも量的にも飛躍的に深刻と
なったからである｡ 従ってそれを重要な背景とするワイマール期の ｢組織問題｣ は, 第一次大
戦前の再編成論とは一定の範囲で区別して捉えるべきである｡ 大戦前, 経営を基盤とした産業
別組合を主張し続けた   こそが, 本稿で見たように, ディスマン案を ｢経営組織｣ を主張
するものとして批判した指導部の (規模的にも) 最大の支持者であったことは, まさに象徴的
である｡  年大会第４議題 ｢組織問題｣ では, 主文といえる指導部案 (【資料３】) および既にみた
｢決議案と連動した｣ 指導部による規約改正案以外に, わずか一文からなる案が決議されてい
る  )｡ ディスマン案を今後の再編成論議の ｢参考資料｣ とするという内容であった｡ 大会でこ
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理由からであれ, とにかく再編成の実行だけは回避し, 現状を維持したいという反対派の立場がうか
がえる｡  ) 第一次大戦前の ｢組織問題｣ に関しては,                                                                       ‒      ‒  を参照｡  )                       年８月の同盟委員会会議で建設労組の代表が主張した提案である｡
                                                                
の旨が発表された際, ｢体の良い葬式ではないか！｣  ) というヤジが飛んだ｡ 皮肉なことに,
翌  年ディスマンは急死する｡ 以降, この ｢参考資料｣ が用いられる再編成論議は, ワイマー
ル期に展開することはついになかった｡ ディスマンの死と ｢組織問題｣ の終結を結び付ける見
方は少なくない｡ ディッシンガーは, ディスマンを中心とした再編成支持派を ｢過激な｣ 者た















であった｡ だが, 資本の力の組織的な集中化は, それにとどまるものではない｡ 原料の産出・
精製にはじまり, 製造・加工を経て, 製品の運送・販売に至るまでというような広範に渡る,
より緊密な集中化が幾重にもみられるのである｡
資本側は, こうした展開過程を全力で促進した｡ このことは, より関連のある, また似通っ
た産業領域における [企業の] 結合において, さらにはますます経済生活全体に影響を与える
ようになってきたコンツェルンの形成において示されている｡ 手工業的な経営においては, な
お小規模な企業が見受けられる｡ だが, 様々な手工業的な職業の労働者が, 例えば建設業にお
いて, しばしば混合的な職場で働いている｡ 手工業的な経営においても, より緊密な組織的な
統合が進展しているのである｡＊＊
それゆえ, 労働組合は, 賃金・労働条件の向上を目指す闘争において, 堅く組織された使用
者側に対し, より大きく能力のある産業別組織という統合された労働者階級という形で対抗し
なければならない｡ より多くの職業組織が単一の経営・産業をその活動領域とする場合, それ






上記の理由から, 第  回 [    年] ドイツ労働組合大会は, 現在の労働組合の組織形態の根
本的な変更とそれによって必要となる労働組合の権利の変更を行う｡ 以下のような産業グルー
プを目標に, 統一的な産業別組合が承認また形成されるべきである｡ それは例えば, 鉱山, 精
練・鉄鋼, 建設, 印刷, 運輸・交通, 公的経営・行政機関, 繊維, 皮革, 木材, 飲食料品, 農
林業 (ワイン醸造・庭師も含む) 等である｡ これは, 既存の職業別組合の合併により行われる｡
このような考え方に基づき, 大会は, 産業別組合組織の創設, その境界の明確化等に関する
計画をより早期に策定するという任務を, 同盟指導部および同盟委員会に課す｡ その計画の策
定は, まずもって関連する労働組合との, より広い議論に委ねられるべきである｡
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出典：                   ‒   
＊ 大会第４議題の本報告案は, 三部構成からなるタルノウ案であった｡ その第１部が職業別組合の有
効性を訴えた, 上記のディスマン案への対抗案であった｡ 第２部は職員組合等との関係, 第３部は労
                                                                
【資料２】 混在型経営における賃上げ運動の指導とスト援助に関する規定 (＝ ｢スト規定｣)
(    年１月  日特別委員会設置, 審議入り→  年６月大会に同盟委員会が提案, ６月  日棄
却→  年９月  日同盟委員会会議で採択→    年大会で全文が同盟規約に, 第  条 (前文),
第  条 (第１部), 第  条 (第２部), 第  条 (第３部), 第  条 (結語) として盛り込まれる
→以降不変)
前文：同盟規約第  条＊は, 賃上げ運動の指導が全ての [単位] 労働組合固有の任務であるこ
とを謳っている｡ これは承認された原則である｡ このことを否定するものではないが,




第１条 全ての労働組合員は, 共同の要求を単一の使用者また使用者団体に提示する前に, 彼
らの単位組合の権限をもつ代表者と協議することを義務づけられる｡ 最終的な要求の作成と
使用者へのその提示は, 責任のある単位組合代表の同意によらなければならない｡
第２条 交渉の指導はその権限をもつ [単位] 組合代表者の義務である｡ 組合代表者は, 彼の
単位組合の指示やその指導部の命令に従わなければならない｡
第３条 ストは, 賃金・労働条件の改善の, またその悪化の防止の最後の手段としてのみ用い
られる｡ ストに関する決定の前に, 直接的な交渉また調停機関への依頼によって, 望ましい
目的を実現するための全ての可能性を模索しなければならない｡









第７条 ストの実行は, 例えば原料の供給停止や経営の活動停止などにより, それに参加して
ワイマール期ドイツ自由労働組合における ｢組織問題｣    
組の運営制度の改革を扱っており, 第１部以外は大会で決議された｡
＊＊ 本文中の下線は, ｢混在型経営｣ に関する言及がある箇所を示す｡
                                                                
いない組合員の労働の続行を妨げることがある｡ この場合, 彼等は失業と認められる｡ この
ことは, 同一経営における関連の職業 [組合] の部分的なストによる場合も同様である｡ す
なわち状況に応じて, 援助に関する要求が承認されなければならない｡ より多くの組合が関
連する場合は, それらは援助の問題に関して事前に合意すべきである｡












ずもって協議した上で [第２部の] 第２条 [＝第  条] で示されたような合意を得なければ
ならない｡
第12条 全ての労働組合は, 他の関連組合との協議及びそれに応じた合意をえることを試みる
前に, 独断で自身のためだけに要求をしてはならない｡ 共同の賃上げ運動の際, その要求の
公表及び使用者に対する提示は, 関係する全ての労組の共同の決定を経てのみ実現される｡
(④)
第13条 指導的な組織以外の組織の組合員が [賃上げ] 運動に関連するか, また巻き込まれざ
るをえない場合, 指導的な組織は, 運動の開始, 最終的な要求の提案, その申し入れの時期
に関する協議に, 指導的な組織以外の組織の参加を求めなければならない｡
第14条 事前協議の際, 使用者との交渉を指導する交渉委員会の構成に関する合意をえなけれ






第15条 全ての職業 [組織], 全従業員に適用される労働協約は, 全ての関連する労働組合が,
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彼等の要求に基づき, 協約の参加者として彼等の署名をもって承認することにより締結され
る｡ また全ての関連組合は, 協約の署名による承認を, 合意を通じて単独の組合に委任する
ことができる｡
第16条 [経営, 産業において] 他の関連する組合に比して, 少数の組合員をもって関わる組
合は, 混乱の回避のため, 交渉とその締結に参加するという要求を放棄すべきである｡ 闘争
の状況によっては, このような少数勢力の評価を, その数的な影響力からだけでなく, 産業
領域内また経営内の職業グループの意味合い等から考慮すべきである｡
第17条 協約に関する調停・仲裁機関においては, 闘争の主題が, 職業に特殊な状況に関わる
場合は, 指導的な組織の代表と並んで, その [職業別] 組合の代表が参加すべきである｡ い
かなる場合にも, 関連組合の組合員の利害が, その組合の代表者により仲裁機関等で代弁さ
れうる状況を作っておかなければならない｡
第18条 共同的なストの際は, 関連する全労組が同時に, 或いはそれぞれ個別に, 統一的な形
式で事前の合意を得る必要がある｡ 後者の場合では, 完全な合意に至る前に, 職業グループ
ごとに個別に決定される合意内容を, 部分的に逐一他の職業 [組織] に公表する必要はない｡
第19条 指導的な組織は, ストを許可するか否か, 指導的な組織以外の組織に伝える義務を負
う｡ 他の労組の組合員が関連するような非公認ストが勃発した場合, 指導的な組織は, 同盟
指導部に即座に知らせなければならない｡
第20条 指導的な組織は, 非公認で行われた共同的なスト援助を拒否する｡ そして他の関連組
合も同様に援助を行ってはならない｡ 同じくそのようなストの場合, 地域・地区金庫の資金
から何らかの支援を保証されるべきではない｡ (⑤)
第21条 単一の職業別組合の組合員が単独で賃上げ運動を行おうとする場合, その組合は, 適
当な時期に, 事前に関連組合の合意をえるために, 指導的な組織にその旨を知らせなければ
ならない｡ 全ての部分的な活動とくに単独でストを行う場合は, 従業員全員が巻き込まれる












第29条 同盟傘下の組合は, 各組合の規約を, この規定の内容と適合させる義務をもつ｡
【資料３】 同盟指導部による  年大会第４議題 ｢組織問題｣ への大会決議案 (指導部案)
第  回 [    年] ドイツ労働組合大会は, 新たに以下の必要性について注意を喚起する｡ そ
れは, 可能な限り労働組合の力を強くするために, また組織全体の統一のために, 同盟傘下の
近接した職業組織を産業別組合へと統合する必要性である｡
大会は,     年ライプチヒ大会の決議以来, 労働組合の統合が首尾よく進展してきたことを
報告する｡ これにより, 自由意思による単位組合の統合を, 将来においても, 最適の発展可能
性とみなすことができる｡ そして同盟指導部は新たな同盟規約に基づき可能な限り, 産業組織
を促進することを委託された｡
いくつかの特定の産業において, 賃上げ運動の際 [個別単位組合の] 独立した振る舞いが,
他の組合及びその組合員の不利益や損害を生んだことを考慮し, 大会は全ての同盟傘下組合に
対し, 有効な同盟規約の文面の, より厳格な遵守を義務付ける｡ とくに以下についてである｡
１. 複数の単位組合が関連するか, 成り行き上巻き込まれると予想される賃上げ運動の際, 関
連労組は, 事前或いは適当な時期に双方合意に至るか, その実行を統一する義務をもつ｡
(同盟規約第  条)＊
２. 多くの組合の組合員が従事する産業における賃上げ運動の指導は, それに [最も] 多数の
組合員をもって関わる組合の義務である｡ (第  条)
３. 単一の職業別組合の組合員が単独で賃上げ運動を行おうとする場合, その組合は, 適当な
時期に, 事前に関連組合の合意をえるために, 指導的な組織 [上記２. で規定されている当
該経営・産業最大の単位組合] にその旨を知らせなければならない｡ 全ての部分的な活動と
くに単独でストを行う場合は, [その経営の] 従業員全員が巻き込まれる危険性がある｡ 従
って, 全ての職業グループは, 他の組織や全体の利益に配慮することを無条件で義務づけら
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賃上げ運動の際, 関連労組は, 事前或いは適当な時期に双方合意に至るか, その実行を統一する義務
をもつ｡ […] (①) この同盟規約第  条の前半部は 【資料３】 内の６か条の第１条と全く同じ内容で
ある｡ それを条文末尾の (①) で示した｡ これと同様に, 本文中の下線部は 【資料３】 の６か条の内


























＊ ６か条文末の括弧内は, それとほぼ同意である ｢スト規定｣ (【資料２】) と同盟規約の条項を示す｡
｢スト規定｣ 第９条は同盟規約第  条の順守を訴える内容であり, 本提案と同じ意図を持つものと考
えてよい｡
                                                                
